
   新潟市建築物の環境配慮に関する指導要綱  

（目的） 

第１条 この要綱は、特定建築物に係る建築環境総合性能評価の実施及びその結果の公表

その他の建築物の環境配慮に関して必要な事項を定めることにより、建築主の環境に対

する自主的な取組みを促進し、快適で環境に配慮した建築物の建築の誘導を図り、市民

が安全で安心な生活を営むことのできる都市環境を確保し、もって持続可能な社会の構

築及び地球環境の保全に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 （１） 特定建築物 床面積（増築又は改築の場合にあっては、当該増築又は改築に係

る部分の床面積）の合計が２，０００平方メートル以上である建築物をいう。 

 （２） 特定建築主 特定建築物の新築、増築又は改築（以下「新築等」という。）を

しようとする者をいう。 

２ 前項各号に定めるもののほか、この要綱で使用する用語は、建築基準法（昭和２５年

法律第２０１号。以下「法」という。）及び建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３

８号）で使用する用語の例による。 

（特定建築主の責務） 

第３条 特定建築主は、特定建築物の環境品質及び性能の向上並びに特定建築物がその敷

地外の環境に対して与える負荷の低減に努めるものとする。 

（特定建築主が配慮すべき事項） 

第４条 特定建築主は、特定建築物の環境品質及び性能の向上を図るため、次に掲げる事

項に配慮するものとする。 

（１） 室内環境の向上として次に掲げる事項 

ア 音環境 



  イ 温熱環境 

  ウ 光環境及び視環境 

  エ 空気質環境 

（２） サービス性能の向上として次に掲げる事項 

  ア 機能性 

  イ 耐用性及び信頼性 

  ウ 対応性及び更新性 

（３） 敷地内の屋外環境及び周辺環境に関する環境品質の向上として次に掲げる事項 

  ア 生物環境の保全及び創出 

  イ まちなみ及び景観への配慮 

  ウ 地域性及びアメニティへの配慮 

２ 特定建築主は、特定建築物がその敷地外の環境に対して与える負荷の低減を図るため、

次に掲げる事項に配慮するものとする。 

（１） エネルギー消費を低減する取組みとして次に掲げる事項 

  ア 建物外皮の熱負荷抑制 

  イ 自然エネルギー利用 

  ウ 設備システムの高効率化 

  エ 効率的運用 

（２） 資源消費及び環境負荷を低減する取組みとして次に掲げる事項 

  ア 水資源保護 

  イ 非再生性資源の使用量削減 

  ウ 汚染物質含有材料の使用回避 

（３） 地球環境、地域環境及び周辺環境への影響を低減する取組みとして次に掲げる

事項 

  ア 地球温暖化への配慮 



  イ 地域環境への配慮 

  ウ 周辺環境への配慮 

（建築環境総合性能評価の実施） 

第５条 特定建築主は、特定建築物に係る建築環境総合性能評価を行うことができる。 

２ 建築環境総合性能評価は、市長が別に定める新潟市建築環境総合性能評価制度（以下

「ＣＡＳＢＥＥ新潟」という。）のマニュアルによりＣＡＳＢＥＥ－建築（新築）を使

用して行うものとする。 

（建築物環境配慮計画書の提出） 

第６条 建築環境総合性能評価を行う特定建築主は、特定建築物に係る別記様式第１号に

よる建築物環境配慮計画書（以下「計画書」という。）に次に掲げる図書のうち評価に

必要な図書を添えて、法第６条第１項若しくは法第６条の２第１項に規定する確認の申

請又は法第１８条第２項の規定による計画の通知をしようとする日の１０日前までに

市長に提出するものとする。 

 （１） メインシート 

 （２） ＣＡＳＢＥＥ新潟評価結果表示シート 

 （３） 評価結果表示シート 

 （４） スコアシート 

 （５） 採点シート 

 （６） 付近見取図（方位、道路及び目標となる地物を明示したものとする。） 

 （７） 配置図（縮尺、方位、敷地境界線、敷地内における特定建築物の位置、敷地に

接する道路の位置及び幅員その他評価した取り組みを明示したものとする。） 

 （８） 各階平面図（縮尺、方位、間取り、各室の用途その他評価した取り組みを明示

したものとする。） 

 （９） ２面以上の立面図及び断面図（縮尺、開口部の位置、階高、各階の天井の高さ、

建築物の高さその他評価した取り組みを明示したものとする。） 



 （１０） 求積図（敷地面積、建築面積、延べ面積、各階床面積及び各用途毎床面積を

明示したものとする。） 

 （１１） 内外仕上表（仕上げ材、断熱材その他評価した取り組みを明示したものとす

る。） 

 （１２） 各種計算書とその根拠図面（評価した取り組みを明示したものとする。） 

 （１３） 外構図（敷地の緑化計画その他評価した取り組みを明示したものとする。） 

 （１４） 構造関係図書のうち積載荷重及び主要構造躯体の基準強度を明示したもの 

 （１５） 光害対策ガイドライン及び広告物照明の扱いチェックリスト 

 （１６） 機器リスト（空気調和設備機器、換気設備機器、衛生設備機器及びポンプ類

のうち評価した設備を明示したものとする。） 

 （１７） 空調衛生設備関係図（評価した設備や取り組みを明示したものとする。） 

 （１８） 電気設備関係図（評価した設備や取り組みを明示したものとする。） 

 （１９） 情報通信関係図（評価した設備や取り組みを明示したものとする。） 

（２０） 衛生設備外構図（雨水処理方法を明示したものとする。） 

（２１） 消火設備図（消火剤の種類を明示したものとする。） 

 （２２） 前各号に掲げるもののほか評点が４点以上となる項目の評価根拠資料 

 （２３） 前各号に掲げるもののほか市長が必要と認める資料 

（公表） 

第７条 市長は、前条の規定による提出があったときは、次に掲げる事項について公表す

るものとする。ただし、第２号及び第３号に掲げる事項については、特定建築主及び設

計者との協議により公表しないことができる。 

 （１） 特定建築物の名称及び所在地 

 （２） 特定建築主の氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 （３） 設計者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 （４） 特定建築物の概要 



（５） ＣＡＳＢＥＥ－建築（新築）による建築環境総合性能評価の結果 

 （６） ＣＡＳＢＥＥ新潟による重点項目に対する取組み度の評価の結果 

２ 前項の規定による公表は、次に掲げる方法により行うものとする。 

 （１） ホームページへの掲載 

 （２） 前号に掲げるもののほか市長が必要と認める方法 

（建築物環境配慮計画書の変更の届出及び公表） 

第８条 第６条に定める計画書を提出した特定建築主は、特定建築物の新築等に係る工事

が完了するまでの間において、前条第１項各号に掲げる事項を変更しようとするときは、

同項第１号から第３号までに掲げる事項に係る変更にあっては速やかに、同項第４号か

ら第６号までに掲げる事項に係る変更にあってはその工事に着手する日の１４日前ま

でに別記様式第２号による建築物環境配慮計画変更届出書に、変更の内容を表示した図

書を添えて市長に届け出るものとする。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る変更の内容について

公表するものとする。ただし、前条第１項第２号及び第３号に掲げる事項に係る変更の

内容については、特定建築主及び設計者との協議により公表しないことができる。 

（工事の完了の届出） 

第９条 第６条に定める計画書を提出した特定建築主は、特定建築物の新築等に係る工事

が完了したときは、別記様式第３号による建築物工事完了届出書により、当該工事が完

了した日から１４日以内にその旨を市長に届け出るものとする。 

（工事の取止めの届出及び公表） 

第１０条 第６条に定める計画書を提出した特定建築主は、特定建築物の新築等に係る工

事を取り止めたときは、別記様式第４号による建築物工事取止届出書により、速やかに

その旨を市長に届け出るものとする。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、その旨を公表するものとする。 

（準用） 



第１１条 第７条第２項の規定は、第８条第２項及び前条第２項の規定による公表につい

て準用する。 

（助言） 

第１２条 市長は、特定建築主に対し、特定建築物の環境品質及び性能の向上並びに特定

建築物がその敷地外の環境に対して与える負荷の低減のための措置について、必要な助

言を行うことができる。 

（報告の徴収等） 

第１３条 市長は、特定建築主に対し、特定建築物の環境品質及び性能の向上並びに特定

建築物がその敷地外の環境に対して与える負荷の低減のための措置について、報告又は

資料の提出を求めることができる。 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に、法第６条第１項若しくは法第６条の２第１項に規定する確

認の申請又は法第１８条第２項の規定による計画の通知が行われた特定建築物につい

ては、この要綱の規定は、適用しない。 

３ この要綱の施行の日から１０日を経過する日までの間に、法第６条第１項若しくは法

第６条の２第１項に規定する確認の申請又は法第１８条第２項の規定による計画の通

知が行われる特定建築物に係る第６条の規定の適用については、同条中「法第６条第１

項若しくは法第６条の２第１項に規定する確認の申請又は法第１８条第２項の規定に

よる計画の通知をしようとする日の１０日前までに」とあるのは、「速やかに」とする。 



   附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別記様式第１号（第６条関係） 

(表) 

 

建築物環境配慮計画書 

 

                              年  月  日 

（あて先）新潟市長 

 

特定建築主 郵便番号 

住所（法人にあっては所在地） 

 

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

    

電話番号 

 

 新潟市建築物の環境配慮に関する指導要綱第６条の規定により、次のとおり提

出します。 

１ 
特定建築物の名称

及び所在地 

フリガナ 

名 称 

所在地 

２ 設計者 

資格（  ）建築士（   ）登録 第     号 

氏名 

建築士事務所名（     ）建築士事務所 

（   ）知事 登録 第     号 

郵便番号 

所在地 

電話番号 

３ 
この計画書の作成

者 

氏名 

（ＣＡＳＢＥＥ評価員の場合 登録番号     号） 

４ 
この計画書につい

ての連絡先 

氏  名 

郵便番号 

住  所 

電話番号 

（裏面に続きます。） 

 

 

受

付

欄 

  

特

記

欄 

 

 



 
 

(裏) 

 

５ 特定建築物の概要 

（１） 工事種別 □新築  □増築  □改築 

（２） 敷地面積 （          ㎡） 

（３） 床面積の 

合計 

届出部分   （     ㎡） 

届出部分以外の部分

（     ㎡） 

合計     （     ㎡） 

（４） 用途及び 

面積 

主要用途  （       ） 

□事務所等 （      ㎡） 

□学校等  （      ㎡） 

□物品販売業を営む店舗等 

（      ㎡） 

□飲食店等 （      ㎡） 

□集会所等 （      ㎡） 

□病院等  （      ㎡） 

□ホテル等 （      ㎡） 

□工場等  （      ㎡） 

□住宅   （      ㎡） 

（５） 構造 
（      ）造 

一部（      ）造 

（６） 高さ及び 

階数 

（      ）ｍ 

（地上  階、地下  階） 

６ 
確認申請予定年月

日 
     年     月     日 

７ 
工事着手予定年月

日 
     年     月     日 

８ 
工事完了予定年月

日 
     年     月     日 

９ 備考  

注１ この計画書は、特定建築物ごとに提出してください。 

２ 受付欄及び特記欄は、記入しないでください。 

３ 該当する□にレ印を記入してください。 

４ 新潟市建築物の環境配慮に関する指導要綱第６条各号に掲げる図書を添付 

して提出してください。 

 



 
 

別記様式第２号（第８条関係） 

 

建築物環境配慮計画変更届出書 

 

                              年  月  日 

（あて先）新潟市長 

 

特定建築主 郵便番号 

住所（法人にあっては所在地） 

 

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

    

電話番号 

 

 新潟市建築物の環境配慮に関する指導要綱第８条第１項の規定により、次のとお

り届け出ます。 

１ 
特定建築物の名

称及び所在地 

フリガナ 

名 称 

所在地 

２ 

建築物環境配慮

計画書の受付年

月日及び受付番

号 

受付年月日       年     月    日 

受付番号             第     号 

３ 
この届出書につ

いての連絡先 

氏  名 

郵便番号 

住  所 

電話番号 

４ 
変更しようとす

る事項 

変

更

前 

 

 

 

変

更

後 

 

 

 

 

 

受

付

欄 

  

特

記

欄 

 

注１ この届出書は、特定建築物ごとに提出してください。 

２ 受付欄及び特記欄は、記入しないでください。 

３ 変更の内容を表示した図書を添付してください。 



 
 

別記様式第３号（第９条関係） 

 

建築物工事完了届出書 

 

                              年  月  日 

（あて先）新潟市長 

 

特定建築主 郵便番号 

住所（法人にあっては所在地） 

 

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

    

電話番号 

 

 新潟市建築物の環境配慮に関する指導要綱第９条第１項の規定により、次のと

おり届け出ます。 

１ 
特定建築物の名

称及び所在地 

フリガナ 

名 称 

所在地 

２ 

建築物環境配慮

計画書の受付年

月日及び受付番

号 

受付年月日       年     月    日 

受付番号             第     号 

３ 
この届出書につ

いての連絡先 

氏名 

郵便番号 

住所 

電話番号 

４ 
工事完了年月

日 
     年    月    日 

 

 

受

付

欄 

  

特

記

欄 

 

注１ この届出書は、特定建築物ごとに提出してください。 

２ 受付欄及び特記欄は、記入しないでください。 

 



 
 

別記様式第４号（第１０条関係） 

 

建築物工事取止届出書 

 

                              年  月  日 

（あて先）新潟市長 

 

特定建築主 郵便番号 

住所（法人にあっては所在地） 

 

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

    

電話番号 

 

 新潟市建築物の環境配慮に関する指導要綱第１０条第１項の規定により、次のと

おり届け出ます。 

１ 
特定建築物の名

称及び所在地 

フリガナ 

名 称 

所在地 

２ 

建築物環境配慮

計画書の受付年

月日及び受付番

号 

受付年月日       年     月    日 

受付番号             第     号 

３ 
この届出書につ

いての連絡先 

氏名 

郵便番号 

住所 

電話番号 

４ 
工事を取り止

めた日 
       年    月    日 

 

 

受

付

欄 

  

特

記

欄 

 

注１ この届出書は、特定建築物ごとに提出してください。 

２ 受付欄及び特記欄は、記入しないでください。 

 


